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管内自治体における公衆無線ＬＡＮの整備状況 2
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【調査対象】
市町村として予算付けを行い公衆無線ＬＡＮ環境を整備している事例。

市町村として予算化していないが通信事業者への要望を行い、公衆無線ＬＡＮ
環境の整備が実現した事例。

【調査対象外】

市町村として予算化や通信事業者への要望はしていないが通信事業者の意向
として公共施設で公衆無線ＬＡＮのサービスを提供している事例。

通信信事業者のサービスとして市町村内で公衆無線ＬＡＮサービスが提供され
ている事例。



「観光・防災Wi-Fiステーション整備事業」の概要

観光拠点及び防災拠点における公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う地方公共団体等に対し、その事業費の
一部を補助。
○Ｈ２６補正予算（案）：８．０億円、Ｈ２７当初予算（案）：２．５億円
○補助対象先：① 観光拠点：観光案内所、文化財、自然公園、博物館等

② 防災拠点：緊急避難場所、避難所、役場本庁舎等
○補助率：地方公共団体：１／２、第三セクター：１／３、交付額の下限は100万円
○公共事業・非公共事業の別：公共事業
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・必要な観光関連情報を収集
・観光客が旅行体験等を発信
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・被災状況等を各所に配信
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本事業の対象となる拠点の考え方
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投資インセンティブが大

・人口集中による通信量の輻輳を回避
・施設の集客力を高め、収益増に貢献

投資インセンティブが小
・公共的な観光資源への外国人受入を拡大
・災害時における防災拠点の環境を整備

官民連携（ＰＰＰ）による整備を計画的に展開

（自治体による整備計画の策定を求め、官民の役割分担を明確化）

整備を行う自治体への支援を実施施設所有者への働きかけを実施
補助対象



5本事業の補助対象箇所
補助対象箇所は、交付要綱案第３条に定める以下の箇所とする（下図参照）

施設名称 詳細

ア 世界遺産 ◆世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約第１１条に規定する世界遺産一覧表に記載された文化遺産又は自然遺産

イ 博物館
◆博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する博物館
◆同法第２９条の規定により指定された博物館に相当する施設

ウ 自然公園 ◆自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第１項に規定する自然公園

エ 都市公園

◆都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条１項第２号に規定する公園又は緑地、

◆都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号）第２条第１項第４号に規定する主として一の市町村の区域内に居住する者の休息、
観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする都市公園
◆主として運動の用に供することを目的とする都市公園

◆一の市町村の区域を超える広域の利用に供することを目的とする都市公園で、休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供
されるもの
◆レクリエーション都市整備要綱（昭和４５年１２月１０日建設省決定）に基づき設置されるレクリエーション都市

オ 文化財（国指定
等）

◆文化財保護法（昭和２５年法律第２０４号）第２７条第１項の規定により指定された重要文化財
◆同法第５７条第１項の規定により登録された有形文化財
◆同法第１０９条第１項の規定により指定された史跡、名勝又は天然記念物
◆同法第１３４条第１項の規定により選定された重要文化的景観
◆同法第１４４条第１項の規定により選定された重要伝統的建造物群保存地区並
◆それらの文化財を有する拠点

カ 文化財（地方公
共団体指定）

◆文化財保護法第１８２条第２項の規定により指定された文化財であって、本号オの文化財に類するもの

キ 観光案内所
◆独立行政法人国際観光振興機構が外国人観光案内所の設置・運営のあり方指針（平成２６年８月観光庁改定）に基づき認定する
外国人観光案内所
◆地方公共団体、第三セクター法人又は独立行政法人国際観光振興機構が設置又は運営するものに限る。

ク 官公署

ケ 指定避難場所及
び指定避難所等

◆災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の４第１項の規定により指定された指定緊急避難場所
◆同法第４９条の７第１項の規定により指定された避難所 等（注）

（注）避難場所及び避難所等に関しては、上記の指定施設以外にも、地方公共団体が条例で定める指定緊急避難場所及び指定避難所に類する施設及び災
害対策基本法に基づき地方公共団体が定めた防災計画において位置づけられた指定緊急避難場所及び指定避難所に類する施設を含む



6本事業の補助対象箇所の考え方①
補助対象箇所について、対象・対象外の考え方は以下のとおり（下図参照）

補助対象 補助対象外

ア世界遺産 世界遺産 －

イ博物館 登録博物館、博物館に相当する施設（指定）
左記以外（博物館法上の博物館等以外）の博物館、
博物館に相当する施設
（注）

・国立公園、国定公園、都道府県立自然公園内の公
園施設
①道路及び橋
②広場及び園地

・左記以外（自然公園法上の自然公園以外）の公園
・左記以外の公園施設
③宿舎及び避難小屋
⑤野営場、運動場、水泳場、舟遊場、スキー場、ス

ウ自然公園

②広場及び園地
④休憩所、展望施設及び案内所
⑨博物館、植物園、動物園、水族館、博物展示施設
及び野外劇場

⑤野営場、運動場、水泳場、舟遊場、スキー場、ス
ケート場、乗馬施設
⑥車庫、駐車場、給油施設、昇降機
⑦運輸施設（自動車、船舶、水上飛行機、鉄道、索道、
一般自動車道、係留施設等）
⑧給水施設、排水施設、医療救急施設、公衆浴場、
公衆便所、汚水処理施設
⑩植生復元施設、動物繁殖施設
⑪砂防施設
⑫自然再生施設
（注）

エ都市公園 都市基幹公園、大規模公園、国営公園
住区基幹公園（街区公園、近隣公園、地区公園）、緩
衝緑地等（特殊公園、緩衝緑地、都市緑地、緑道）
（注）

（注）施設等が「ケ 避難場所・避難所」に該当する場合は補助対象となる。



7本事業の補助対象箇所の考え方②

補助対象 補助対象外

オ文化財（国
指定等）

・有形文化財
重要文化財及び登録有形文化財

・有形文化財
左記以外の有形文化財

－
・無形文化財
演劇、音楽、工芸技術等

・民俗文化財
重要有形民俗文化財、登録有形民俗文化財
（衣服、器具、家屋等）

・民俗文化財
無形民俗文化財（風俗慣習、民俗芸能、民俗技術）

・記念物
【指定】史跡、名勝、天然記念物
【登録】登録記念物

・記念物
左記以外の記念物

・文化的景観 －

（注）施設等が「ケ 避難場所・避難所」に該当する場合は補助対象となる。

・文化的景観 －

・伝統的建造物群保存地区 －

－ ・文化財の保存技術

－ ・埋蔵文化財

カ 文化財（地
方公共団体指
定等）

上記オの補助対象に類する文化財 上記オの補助対象外に類する文化財

キ観光案内所
・地方公共団体、３セク、公益法人、一般社団法人、一
般財団法人が運営又は設置する観光案内所
・JNTOが認定する外国人観光案内所

・左記の主体以外が運営又は設置する観光案内所
（注）

ク官公署 官公署
公民館、図書館、病院、福祉施設
（注）

ケ避難所、避
難場所

指定緊急避難場所・指定避難所等 －



8本事業の補助対象経費

交付対象 内容

施設・設備費

（１）次に掲げる施設・設備の設置等に要する経費
（ア）局舎・センター施設
（イ）鉄塔
（ウ）外構施設
（エ）伝送路設備（※注①）
（オ）無線アクセス装置
（カ）送受信装置
（キ）構内伝送路
（ク）電源設備（予備電源設備を含む）
（ケ）監視制御・測定装置
（コ）情報通信端末（※注②）
（サ）その他事業を実施するために必要な経費
（２）（１）に掲げるもののほか、附帯施設（大臣が別に定める施設・設備）の設置に要する経費（※注③）

補助対象経費は、交付要綱案別表に掲げる経費である（下図参照）

（２）（１）に掲げるもののほか、附帯施設（大臣が別に定める施設・設備）の設置に要する経費（※注③）
（３）附帯工事費 （※注④）

用地取得費・道
路費

（１）前項の施設・設備を設置するために必要な用地の取得及び道路の整備に要する経費（土地造成費を含む）
（２）附帯工事費

企画・開発費
（※注⑤）

（１）ソフトウェア購入費（ライセンス費を含む）
（２）その他事業を実施するために必要な経費（※注⑥）

※注
① 長区間にわたり、有線により線路設備を設ける場合（例：光ファイバーケーブルで集落間を結ぶ等）は原則として対象外。
無線を利用した伝送路設備については、効率性の観点から必要性が認められる場合に対象。

② 複数の者が利用することを念頭に補助事業者が補助対象施設に設置する端末であって、補助事業により整備する無線アクセス装置と一体となっ
て利用するもの（観光・防災Wi-Fiステーションに搭載するカメラやサイネージ等）を想定。
③ 交付要綱の補足事項別紙に列挙している。
④ 事業全体の諸経費を含む。
⑤ 企画・開発費に要する経費に関しては、総事業費の5割を超えないものとする。
⑥ ソフトウェアについて、事業目的達成のためには必要だが購入による調達が困難な場合である場合等に限り、開発を認める。

※ランニングコストについては補助対象外



「Ｗｉ－Ｆｉステーション」には、無線ＬＡＮアクセスポイントに加え、地域のニーズに応じて太陽光発電設備や蓄電池等、広く一斉に情報を配信するとい
う事業の目的達成に資する機能を搭載できるものとする（こうした設備が交付要綱別表に掲げる補助対象に合致する場合は、補助対象となり得る）。

9「Ｗｉ－Ｆｉステーション」とは
本事業における「Ｗｉ－Ｆｉステーション」の定義

→ 鉄柱（コンクリート柱）等に無線アクセス装置を搭載した施設を建設するもの。

※なお、事業の趣旨等を踏まえ、事業実施主体は、無線ＬＡＮアクセスポイントの整備に当たっては、一定程度以上は屋外に観光・防災Wi-Fiステー
ションを建柱することを基本とする。

※上記を踏まえ、
○ 主に特定個人の利用を対象とした付加設備（テレビ会議システムと画面等）は、補助対象としては認められない。
○ 防災無線については、地方自治体において整備すべきものとされていることを踏まえ、事実上防災無線と同様の機能と考えられる
スピーカー等については、広く一斉に情報を配信するものであるが、補助対象としては認められない



本事業による無線ＬＡＮアクセスポイントの要件

本事業により整備する無線ＬＡＮアクセスポイント（※）には、以下の要件
を設けるものとする。

10

① 固定式（Ｗｉ－Ｆｉステーション及び壁面等に固着）のものであること。
→可搬型のアクセスポイントは補助対象外。

② 整備箇所のうち一定程度以上は建柱し、Ｗｉ－Ｆｉステーションとして整備すること。（再掲）
→事業趣旨及び本事業が公共事業であることを踏まえた対応。

※ Ｗｉ－Ｆｉステーションに整備するものと、主にアクセスポイントの設置のみを行う箇所の双方を含む。

→事業趣旨及び本事業が公共事業であることを踏まえた対応。

加えて・・・
○ 無線アクセス装置の耐用年数が１０年間であることを踏まえると、堅牢なアクセスポイント
の採用が望ましい。

○ 無線ＬＡＮアクセスポイント（Ｗｉ－Ｆｉステーションを除く。）を整備する場合、周辺設備として
は、停電に備えるための無停電電源装置等のみを補助対象とする。



11整備及び運用の手法について

本補助事業は、観光情報や防災情報等、地方公共団体から観光客や住民等に提供すべき情報
を配信する目的としていることから、この点を踏まえた上で、補助の効果を最大限に生かせる運用
が重要となる。
また、運用に当たっては、例えば以下に掲げる点に留意すること。

① 整備した設備は、防災目的の整備でもできる限り平時の利活用を推進すること。

② 特に無線ＬＡＮ環境については、整備や運用に当たって、民間事業者（通信事業者
や整備箇所の施設所有者等）と適切に連携すること。

③ 整備した設備は、原則として利用者が無料で利用手続を行えるようにすること。

（例①） 想定される平時利活用の手法
→行政情報や観光情報の配信など。

（例②） 想定される民間事業者との連携
→・民間通信事業者等にアクセスポイントの設置を呼びかける等による整備経費の削減。
・認証画面での広告掲載、無線LAN機器の運用委託等による運用経費の削減。
・民間整備のアクセスポイントと共通SSIDの利用、無線LAN環境整備について話し合う
協議会の開催などによる平時利活用の促進。

以上のような点について、「整備計画」及び「運用の指針」に記載。



その他本事業に関するよくある質問

１
観光拠点、防災拠点のどちらか
のみを対象に整備してもよいか。
また、どちらが優先されるのか。

どちらかの拠点だけでも両方の拠点としても可能。ただし、防災拠点での整備であっても、
できる限り平時の利活用（観光振興目的での活用など）を推進すること。なお、採択に当
たっては、観光拠点、防災拠点のどちらかの拠点が優先されるということはない。

２
整備する公衆無線ＬＡＮの形式
に制限はあるか。

本事業は公共事業であることから、無線ＬＡＮのアクセスポイントを、壁面等に固定するこ
とが最低条件（可搬型は不可）。加えて、事業の趣旨を踏まえ、屋外にＷｉ－Ｆｉステーション
を一定程度整備することが必要。

３
整備する公衆無線ＬＡＮの箇所
数に制限はあるか。事業費の上
限はあるか。

あらかじめ決まったものはないが、補助の応募状況によっては、制限されることがあり得
る。

４
「Ｗｉ－Ｆｉステーション」への搭載
機能に制限はあるのか。

防災無線の他、必要以上に高機能なもの（例えば大がかりな自家発電設備等）は、対象
外である。
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４
機能に制限はあるのか。 外である。

５ 道の駅は補助対象となるか。

当該道の駅が本事業における観光拠点、防災拠点の要件に該当する場合にのみ対象と
なる。 （例）指定避難場所、道の駅内の観光案内所 等
なお、道の駅のWi-Fi整備については、国土交通省の直轄道路事業費又は社会資本整備
総合交付金が活用できる可能性があるため、検討することが望ましい。

６

本事業に補正予算債は活用可
能か。また、「地域住民生活等緊
急支援のための交付金」の対象
となるか。

平成26年度補正予算における交付決定分については、補正予算債が活用可能となる見
込み。ただし、平成26年度内の箇所付けが条件となる。
平成27年度当初予算における交付決定分については、①公共事業等債、②過疎対策事
業債、辺地対策事業債、③一般補助施設整備等事業債の活用が可能となる見込み。

交付金は、「宿泊施設や観光施設、交通施設、飲食・商業施設等」へのＷｉ－Ｆｉ整備に係
る経費に対して充当するとされているが、本事業で補助を受けた事業・対象設備について
は、交付金を充当することはできないと考えられる。

お問合せは、管轄する地方総合通信局の情報通信振興課（室）まで・・・



地域住民生活等緊急支援のための交付金（平成26年度補正）

地域消費喚起・生活支援型 2,500億円 地域における消費喚起策やこれに直接効果を有する生
活支援策

地方創生先行型 基礎交付 1,400億円 地方版総合戦略の策定

上乗せ交付 300億円 政策5原則等からみた事業等の実施

スケジュール 実施計画提出期限：3月第1周

基本的考え方

交付金の対象事業については、交付金の目的にかなうものであれば、地方公共団体において、自由に事業設計が可能

平成26年12月27日の閣議決定後に地方公共団体の予算に計上された事業に限定（新規性）
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地方創生先行型の考え方 実施計画に盛り込まれる事業は、地方版総合戦略に盛り込まれることを想定

地方単独事業を対象とする（国の補助制度の対象となった事業は対象としない）

事業概要、重要業績評価指標（KPI)、PDCAに変更がなく、取扱に反しない限り、具体的な
事業手法等細部については、交付決定後、地方公共団体の裁量により変更することがで
きる（事後的に国への報告あり）

内閣官房 交付金説明会(1/9)説明会参考事例集
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/seikatsusien/dai1/siryou8-s2.pdf

宿泊施設・観光施設等における無料公衆無線ＬＡＮの設置 対象：宿泊・観光施設、駅・鉄道、商業施設等

重要行政評価指標（ＫＰＩ） 設備設置施設における外国人旅行者数



○ 世界の「言葉の壁」をなくしグローバルで自由な交流を実現する「グローバルコミュニケーション計画」を推進
するため、情報通信研究機構が開発した多言語音声翻訳技術の精度を高めるとともに、民間が提供する
様々なアプリケーションに適用する社会実証等を実施する。
これにより、ＩＣＴを活用したイノベーションを加速し、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの際には、
本技術を活用して「言葉の壁」がない社会をショーケースとして世界に発信する。
・ 多言語音声翻訳の対応領域、対応言語を拡大するための研究開発
多言語音声翻訳技術の翻訳精度を向上し、対応言語数を拡大する。また、雑音対策や長文翻訳
など、翻訳精度の向上に向けた研究開発を実施する。

・ 病院、商業施設、観光地等における社会実証
産学官の連携により、多様なアプリケーションの社会実証を集中的に実施する。

「グローバルコミュニケーション計画」の推進 14

産学官の連携により、多様なアプリケーションの社会実証を集中的に実施する。

病 院 ショッピング
多言語対応型レジ端末により、商品の
購入や問合せなど、外国人客の要望にき
め細やかに対応

多言語音声翻訳システムの仕組み

※グローバルコミュニケーション計画の推進 －多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会実証－ 平成27年度予算要求額 13.8億円（新規）

スマートフォンなどに話しかけると即座に他の言語
に翻訳して、音声出力する

多言語対応ヘッドセット等のウェアラブル
機器を用い、症状や病名の翻訳など医
師と患者のコミュニケーションを支援



観光シーンで想定される利用イメージ 15



・対応分野と
対応言語の
さらなる拡大

・翻訳精度の
さらなる向上

世
界
の
「
言
葉
の
壁

２０２０

英語の対応分野を
旅行、防災・減災、医療、生活

２０１４

多言語音声翻訳の対応
領域、対応言語の拡大

２０１５～１９

「グローバルコミュニケーション計画」のスケジュール

病院、商業施設、観光
地 等における社会実証
【国家戦略特区等における活用】

モデル地域で
集中的に

翻訳アプリを実証

4分野10言語で
実用的な

音声翻訳の実現

（２０２０以降）

の４分野へ拡大

翻訳アプリの
設計、開発
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・翻訳アプリの
全国展開

壁
」
を
な
く
す

対応言語を10言語に拡大
領域、対応言語の拡大

民間企業等により
社会実証を踏まえ
たシステム開発

2020年東京オリンピック
における社会実装

東京オリンピック
関係施設に

翻訳アプリによる
「おもてなし」を展開

音声翻訳の実現

オールジャパン
体制構築

→日本発の
技術を
世界に展開



○VoiceTraで培った技術を世界標準システムとして発展させるため、ユニバーサル音声翻訳先端研究コンソーシア
ム（U-STAR）を設立。各国研究機関と連携して、2012年7月からVoiceTra4Uの提供を開始
○ITUにおいてNICTの主導によりネットワーク型音声翻訳通信プロトコル等を国際標準化（F.745、H.625）し、
各国研究機関の音声翻訳システム間の接続に採用

ＮＩＣＴ 多言語音声翻訳システム 「 VoiceTra4U 」 の概要

VoiceTra4Uの機能
・27言語間の翻訳、17言語の音声入力、14言語の音声出力が可能
・5台（5言語）までの音声チャットも利用可能
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言語
入力 出力

音声 テキスト 音声 テキスト

日本語 ✔ ✔ ✔ ✔
中国語 ✔ ✔ ✔ ✔
韓国語 ✔ ✔ ✔ ✔
ウルドゥ語(ﾊﾟｷｽﾀﾝ等) ✔ ✔
シンハラ語(ｽﾘﾗﾝｶ) ✔ ✔
ゾンカ語(ﾌﾞｰﾀﾝ) ✔ ✔
トルコ語 ✔ ✔ ✔ ✔
ネパール語 ✔ ✔

中東言語

欧米露言語

アジア言語 赤
字はASEAN諸国Where is the station?

次の交差点を右に曲がると
駅があります。

Thank you.

ネパール語 ✔ ✔
ヒンディ語 ✔ ✔ ✔ ✔
モンゴル語 ✔ ✔ ✔
インドネシア語 ✔ ✔ ✔ ✔
タイ語 ✔ ✔ ✔ ✔
フィリピン語 ✔ ✔
ベトナム語 ✔ ✔ ✔ ✔
マレー語 ✔ ✔ ✔ ✔
アラビア語 ✔ ✔
英語 ✔ ✔ ✔ ✔
イタリア語 ✔ ✔
オランダ語 ✔ ✔ ✔
スペイン語 ✔ ✔
デンマーク語 ✔ ✔
ドイツ語 ✔ ✔ ✔
ハンガリー語 ✔ ✔ ✔ ✔
フランス語 ✔ ✔ ✔
ポーランド語 ✔ ✔ ✔ ✔
ポルトガル語 ✔ ✔ ✔ ✔
ロシア語 ✔ ✔ ✔


